
被災者の住まいに関する給付の分類化の必要性 
2013.12.17 

(公社)全国賃貸住宅経営者協会連合会 

 

 昭和 22 年、我が国において、災害救助法が制定された。当時は、敗戦後で物資の供給が困難であったことから、現物

を給付することを基本として被災者を救済した経緯がある。同法のもと、住居を失くした被災者には緊急避難所や公営住

宅等の利用、また仮設住宅や復興住宅に一定期間は入居できることとし、最終的には自力にて復興再建につなげることと

した。 

 ところが、時代は大きく変わり、現在ではスーパーマーケットやコンビニエンスストアーが１店あれば、日常の生活に

は困らないほど様々な物資の供給体制が発展したことから、現行の災害救助法を大きく見直す必要があると考えられてい

た。 

 このような中、平成23年3月11日、東日本大震災が発災した上、さらに大津波と原発事故が起きた。その被害範囲は、

主に岩手、宮城、福島の東北３県であったが、特に福島県においては原発事故により避難区域等の住民は全国各地に避難

することが余儀なくされた。 

 このように、原発事故の影響により「被災者が全国各地に避難しなければならなかったこと」、また、大津波の被害によ

り「仮設住宅の建設数が予測を大きく下回ったこと」で、現物給付の支援での限界が明確となった。しかし、米国のよう

な現金給付ありきの救援策では、我が国に馴染まないのではないかと考えられる。 

首都直下型大地震や東海・東南海・南海トラフ連動型地震も予測されていることから、我が国のあらゆる資源と情報と

知恵を活用し、“無駄なく・ムリなく・スムーズ”に被災者の住まいについて救援できる仕組みと法改正が必要である。 

 “無駄なく・ムリなく・スムーズ”を念頭にして、下記の分類による現金給付と現物給付を合わせた救援策を体系的に

まとめる必要性を感じ、以下に取りまとめ、ご提案致します。また、被災者の生活を第一に考えておりますので、都道府

県の人口の増減や納税額の増減等に関しては、一切関知致しておりませんので、予めご了承下さい。 

 

（記） 

１．被災範囲の分類〔地方自治体の取組みを尊重して災害規模ではなく、被害範囲による分類を採用〕 

(1) 市区町村単位（長崎県：雲仙普賢岳噴火災害） 

(2) 都道府県単位（新潟県：中越沖地震） 

(3) 隣接県等を含む地域単位（宮城県・岩手県：東日本大震災による津波被害）※道州制導入の際はその単位 

(4) 全国単位（福島県：原発事故被害による避難勧告命令等） 

２．被災者の分類〔災害の影響により何らかの損失等を受けた一次被災者のみを対象とする〕 

(1) 介助等が必要とする被災者 

 ① 心身疾患者（医療機関・介護施設等の利用者や障害者等） 

② 乳幼児・学童（乳児、幼児、小中学生及びそれらを要する世帯） 

③ 高齢者等（高齢者世帯及び高齢者を要する世帯） 

(2) 介助等が必要としない被災者 

① 自力で再建できる者（経済的な支援があれば自立できる世帯） 

② 自力で再建できない者（経済的な支援があっても自立できない世帯） 

３．被災者生活再建支援内容 

(1) 被災者への一律の見舞金〔死亡：○○万円、生存者：○○万円〕 

(2) 住宅弱者への現物給付〔避難施設、避難住居、仮設住宅、復興住宅〕 

(3) 自立再建者への現金給付〔住宅修復に関わる給付金：○○万円〕 

４．被災者の避難場所〔現状のＢＣＰは見直しが必要〕 

 ① 避難場所〔公園、校庭等：半日程度〕 

 ② 避 難 所〔公民館、体育館、公共施設等：２～３日程度〕 

 ③ 避難施設〔旅館・ホテル、公的宿泊施設等、縁故関係者との同居、キャンピングカー：１～２週間程度〕 

 ④ 避難住居〔応急借上げ住宅(アパート・マンション・戸建空き家)、組立て式アパート(構想あり)〕 

 ⑤ 仮設住宅〔プレハブ住宅等(医療機関や介護施設併設型の仮設住宅)：数年間〕 

 ⑥ 復興住宅〔医療機関や介護施設併設型の復興住宅(又は医療サービスや介護サービス提供型の復興住宅)、 

健常者及び健常者世帯用の復興住宅：数十年間〕 

以上 

資料３ 



関係省庁担当官各位 

(公社)全国賃貸住宅経営者協会連合会〔ちんたい協会〕では、下記の記事内容について、被災３県

の当会支部に対し、事実関係を確認致しましたので、ご報告致します。 

平成 26 年 1 月 6～7 日の両日、当会の支部を介して賃貸契約を行った“みなし仮設住宅”の内、「今

年度末で契約を打ち切る意向のある戸数」を各支部長に電話調査したところ、『ほとんどの家主が契

約を更新する予定であること。また、下記 31 件の契約を打ち切る理由としては“入居者のマナー等

が悪く、他の入居者に迷惑をかけたこと”が理由で、記事にあるような利益至上主義にたった家主の

個人的な意向による契約の打ち切りは１件も確認されませんでした』。 

当会支部を介したみなし仮設住宅は、家主から業務委託を受けた管理会社が管理料を受取って管理

しておりますので、敢えて締結している契約を打ち切ることは致しません。 

 福島県 宮城県 岩手県 

みなし仮設の契約戸数〔上記の記載日現在〕 23,000 18,000 2,600 

みなし仮設契約を打ち切る意向を示した家主〔戸数〕 266 344 28 

当会支部を介したみなし仮設契約の内、打ち切る意向を示した戸数 31 0 0 
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東日本大震災における
応急仮設住宅の
実際と課題

東日本大震災における
応急仮設住宅の
実際と課題

2014年1月27日

公益社団法人 全国賃貸住宅経営者協会連合会
常務理事・宮城県支部長 今野 幸輝



1公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会.

応急仮設住宅における実際と課題 〔総括〕

第１回WGにて配布しました報告書の目次から抜粋しております



2公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会.

応急仮設住宅における実際と課題①



3公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会.

次の災害が起きる前に全国統一の借上げ制度を構築が急務！

二重構造の政令指定都市！

100％ボランティアでは同制度は成り立たない！

単一の自治体の被災ではない対応を！

災害対策がなされていない！

応急仮設住宅における実際と課題②



4公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会.

応急仮設住宅における実際と課題③



5公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会.

宮城県の借上げが進まなかった理由とは･･･？

福島県と宮城県の大きな違いは、マッチングまでのスキームの違いにあります。
宮城県の場合、宅建業者への負荷が大きく、さらに入居までに時間がかかる
スキームとなっています

宮城県福島県

①行政への物件提出

②県が物件を選定して借上げ
を優先する

②宅建業者が提出物件との
入居者マッチングを行う

③県が借上げた物件を宅建業
者が入居者マッチングを行う

①行政への物件提出

③入居者のマッチングを完了
した物件を県が借上げる

応急仮設住宅における実際と課題④



6公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会.

行 政 賃貸住宅関係団体

１．国土交通省から協力要請

２．県庁へ訪問 （赤看板の設置申出）
３．宮城県から協力要請 （空室情報の提供依頼）

４．大手賃貸情報サイト企業より空室情報の集約

５．空室情報をまとめて提供

６．被災者専用『全国コールセンター』を独自で開設

７．行政（宮城県・仙台市）と賃貸住宅関係団体（全宅＋全日＋３団体〔ちんたい協会・日管協・全管協〕）が協力し
被災者の住宅確保に取り組む

８．仮設住宅について、避難所で説明会
（仮設プレハブ 及び 借上げ賃貸住宅）

９．仙台市が窓口となって借上げ賃貸住宅を提供
１０．被災者と借上げ賃貸住宅のマッチング作業

（高齢者、障害者等を優先）

ポイント

重要事項説明は不要！

混乱を招くと、断られた。

とにかく空室情報を提供して欲しいと言われた。

応急仮設住宅における実際と課題⑤

行政の対応と被災者支援の問題点が明確になった！

行政がマッチング作業を宅建業者に依頼をしたが、
行政が被災者に対して希望地域や間取りなどの要望を聞き
入れたため、マッチングが進まず、結果として、10日間で約
100件のマッチングをしたものの成約件数は４件のみだった。

被災者の民間賃貸住宅への入居希望数は1030件あったが、
1DK以上の物件は、267件しか借上げられなかった。
その理由は、当初、賃貸住宅関係団体から情報提供をした
8000件のうち、4月7日の震度６弱の地震の発生により、
貸せる物件が減ったこと、また宮城県に情報提供をしてから
相当な時間が経過したためである。

契約書
①



7公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会.

１１．このままでは物件がなくなるため、仙台市が窓口となり
民間賃貸住宅を２回目の借上げを実施 （追加151件）

１２．借上げ物件のマッチング
（民間賃貸住宅を希望する一般の被災者）

１３．成約件数が増えない為、我々３団体が行政に働きかけ
被災者が自ら見つけた民間賃貸住宅を特例処置として
行政に借上げることを決断させた

１４．宮城県の不動産団体（全宅・全日）が
我々３団体〔ちんたい協会・日管協・全管協〕の

コールセンターへ業務委託

１５．被災後、被災者が自力で自ら借りた物件を
行政が5月1日まで遡って借上げを認める

マッチングのスピードはあがったものの、時間の経過と共に、
一般被災者の要望も増え、成約件数は思ったように伸びない。

この頃ようやく、県内の市町村の役所及び避難所に
赤看板のコールセンター案内の設置許可が下りた。
この時すでに、発災からから３ヶ月が経過していた。

応急仮設住宅における実際と課題⑥

行 政 賃貸住宅関係団体

契約書
④

契約書
③

契約書
②

【問題点】

４種類の契約書が出来てしまい、現場に混乱が生じている （内容がすべて違う契約書になっている。）
家主に対して、家賃が未だ支払いがされていない

（最初の借上げ日は4月15日で既に入居しているのに未だ入金がない状況）

宮城県・被災者の民間借り上げ
「５月１日付で仮設扱い」



8公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会.

宮城県の大失策･･･借上げ住宅の４月分の家賃は、11月まで未納！

応急仮設住宅における実際と課題⑦



9公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会.

応急仮設住宅における実際と課題⑧



10公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会.

自治体によって手続き方法が違う。
災害救助法適用時には、上記Ｃのみを実施するべきである！

応急仮設住宅における実際と課題⑨



11公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会.

応急仮設住宅における実際と課題⑩



12公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会.

応急仮設住宅における実際と課題⑪



13公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会.

被災者は家電より、生活費を求めていた！

応急仮設住宅における実際と課題⑫
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